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第1陣のシェア経済モデルプラットフォームの

構築推進に関する通知 
 

【要点】 

○ 中国国家発展改革委員会弁公庁は、2017年12月18日に「第1陣のシェア経済モデルプラットフォ

ームの構築推進に関する通知」（中国語名「关于推动发展第一批共享经济示范平台的通知」、以

下「通知」）を発表した。 

○ 中国では、2017年7月発表の「シェア経済の発展促進に関する指導的意見」により、シェア経済

が「インターネット上のプラットフォームを通じて分散している資源の最適配分と利用効率の向

上を図る新たな経済形態、需給の柔軟かつ即時、効率的なマッチングに優れ、誰でも参加しその

恩恵を享受できる新たな発展方式」と位置付けられている。シェア経済モデルプラットフォーム

の構築推進を通じて、その経済効果を一層引き出すために発表されたのが、この「通知」である。 

○ 「通知」では、「革新能力の共有」や「生産能力の共有」に重点を置いて第1陣のモデルプラッ

トフォームの構築を進めていく方針が示された。「革新能力の共有」については、①科学研究機

器の共有、②知識・技能の共有、「生産能力の共有」については、①生産設備の共同利用、②生

産資源の開放・共有、③分散された生産能力の統合・共有、が方向として挙げられた。その上、

モデルプラットフォームの申請条件も明確化された。具体的には、モデルプラットフォームの申

請者は、国内登録の独立法人で、技術力、サービス能力、融合・革新能力が比較的に良好である

こと、社会的責任意識や規範意識が比較的に強いこと、モデルプラットフォームは、顕著な産業・

地域特徴があり、比較的に強い代表性・規範性があること、革新・創業に対する効果的なサポー

トが可能であること、申請範囲は、2つの分野（革新能力と生産能力）で5つの方向から1つを選

んで申請すること、が申請条件とされた。こうした申請条件を満たした企業は、申請・評価プロ

セスを経てモデルプラットフォームを立ち上げることができる。 

○ 「通知」では、モデルプラットフォームの構築推進に対する「支援措置」と「組織的保障」も示

された。「支援措置」では、モデル普及の促進、政策的支援の実施等、「組織的保障」では、関

係官庁の監督責任の明確化、監督・検査の強化、動態的調整メカニズムの構築、等が挙げられた。 
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【構成(概要)】 

「第1陣のシェア経済モデルプラットフォームの構築推進に関する通知」 

（発改弁高技[2017]2020号） 

成立日：2017年12月8日、発表日：2017年12月18日 

1.全体方針：新たな発展理念の下、シェア経済の革新力と競争力の増強を目標とし、実体経済の発

展促進を中心に、シェア経済モデルプラットフォームの構築支援、インターネット・ビッグデー

タ・人工知能（ＡＩ）と実体経済の融合深化、リーディング企業の育成等によるシェア経済の健

全かつ良好な発展、新しい成長分野の育成と経済成長の新たな原動力の形成を促進する。 

2.重点方向：インターネット上のプラットフォームを通じた革新能力の共有（①科学研究機器の共

有、②知識・技能の共有）、インターネット上のプラットフォームを通じた生産能力の共有（①

生産設備の共同利用、②生産資源の開放・共有、③分散された生産能力の統合・共有）。 

3.申請条件：モデルプラットフォームの申請者は、国内登録の独立法人で、技術力、サービス能力、

融合・革新能力が比較的に良好であること、社会的責任意識や規範意識が比較的に強いこと、モ

デルプラットフォームは、顕著な産業・地域特徴があり、代表性・規範性が比較的に強いこと、

革新・創業に対する効果的なサポートが可能であること、申請範囲は、2つの分野（革新能力と

生産能力）で前述した5つの方向から1つを選んで申請すること、が申請条件とする。 

4.申請手順：①申請プロセス（全面的革新モデル区を設けてある省・市は3つまで、その他の省・

市は2つまで、中央政府所管企業は、1つまでモデルプラットフォームを推薦できる）。②評価プ

ロセス（国家発展改革委員会は、公正・公開・規範・科学的原則に基づき、第3者評価機関の活

用で「インターネット+」行動の諮問委員会とシェア経済関連業界の専門家を招集し評価を行う。

評価結果は、「全国信用情報共有プラットフォーム」の照合・審査を経て公表する。 

5.支援措置：モデル普及の促進（成功例の整理とまとめ、各種方式による宣伝・普及の推進等）、

政策的支援の実施（基礎的・公益的・戦略的なモデルプラットフォームを対象とした資金面での

支援強化、国家新興産業創業投資基金や戦略的な新興産業投資基金等による支援強化等）。 

6.組織的保障：関係官庁の監督責任の明確化（申請書類に対する審査の厳格化等）、監督・検査の

強化（第3者評価機関を活用した検査・評価の強化等）、動態的調整メカニズムの構築（モデル

プラットフォームのリストの動態的調整、違法・信用喪失行為に対する懲罰の強化等）。 

 

＊中国語全文は、http://www.ndrc.gov.cn/zcfb/zcfbtz/201712/t20171218_870714.html 

から入手可能（2018年1月30日アクセス） 

以 上 
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